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中国「家電下郷」政策に関する考察
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要旨

　「家電下郷」は中国財政部，商務部，工業情報化部が

共同で打ち出した農村家電製品消費を促進する政策で

ある。現在実施中のこの中央政策は農村地域における

消費者活動の中に極めて重要な位置を占める。本論は

既存研究をレビューし，家電下郷政策の実施過程に現

われた問題を分析し，その対策について検討するもの

である。

キーワード：中国「家電下郷」政策，実施問題，対策

はじめに

　2007年12月以降，中国の消費減速に歯止めがか

かった一因として挙げられたのが，「家電下郷」を

はじめとする中国政府の消費刺激策である。「家電

下郷」とは，農村地域の家電普及率上昇を促進す

るために，指定された家電品目について，農業戸

籍を持つ家電購入者へ13％の補助金を提供すると

いう政策である。2007年12月より一部の省で実験

的に実施された後，2009年に全国に開始された。

2007年12月現在まで，約6年間経過したが，実験

地域であった山東省，河南省，四川省は家電下郷

政策を2011年ll月30日までに終了したが，ほかの
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1）世界金融危機

　融危機を指す。

中国東北大學秦皇島分校経貿学院講師；

地域はなお実施中である。現在なお一部実施中の

この問題を検討することは農村地域の消費生活レ

ベル向上に於いて非常に有益であると考える。

1．問題の提起

　中国は農業大国であり，農村地域の人口が総人

口の約半分を占め，全国各地に，あわせて2億以

上の農村世帯がある。改革開放政策実施時からの

生産責任制の請負制と同時に，2006年農業土地税

金の撤廃と農民工収入の向上に伴って，ますます

農民の購買能力は高まっている。内需の拡大，農

村部発展の推進，さらには世界金融危機1）の中国

貿易に対する影響軽減の為に，中国商務省と財政

省は2007年12月25日に『家電下郷試験工作実施方

案』を公表した。山東省，河南省，四川省と山東

省の青島市で，2007年12月から家電下郷を実験的

に実施し，カラーテレビ，冷蔵庫（冷凍庫），携

帯電話の三種類の製品に対し農民購入者へ販売価

格の13％を補助金として出すのである。2008年12

月，この政策は内蒙古自治区，遼寧省，大連市，

黒竜江省，安徽省，湖北省，湖南省，広西チワン

族自治区，重慶直轄市，陳西省にも広がった。こ
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の政策の公平を保つために，各地の実施期間は統

一的に4年と定めた。2009年2月，この政策は（台

湾を除く）全国に広がった。

　実施の過程に，多くの問題が出現している。農

民の下郷家電購入者が補助金の交付を受ける際の

手続きが面倒であり，家電メーカーにとっては入

札費用がかさみ，家電販売者は利益が少ない。下

郷家電の品質不良や，アフターサービスの不備な

どの問題も現われている。これらの問題を有効に

解決しなければ，家電下郷政策の実効性に影響を

与えかねない。この問題を分析し，解決のための

意見を提出することは，家電下郷政策の執行と政

策の改善に重要な意義を持つに違いない。

2．既存文献のレビュー

　家電下郷政策は政府が自由経済市場に関与する

ものであって，自由経済の資本主義国ではこのよ

うな政策は原則として存在せず，それゆえ日本と

アメリカにはこの政策の紹介があるが，学術論文

は極めて少ない。

2．1　農民の家電下郷政策への認知と反応

　家電下郷政策への認知は，農民が下郷家電を購

入する前提条件である。李樹斌，李博（2009）は

黒竜江省の四つの地区市とハルビンの五つの区県

の農民737人に調査を行ったが，農民の家電下郷

政策への認知程度は高く，ga6％の農民が家電下

郷政策の詳細内容を知っており，ほぼ全ての農

民が家電下郷政策に関心を持っていること，さ

らに，259％の農民が下郷家電を購入したこと，

65．9％の農民が家電下郷政策が非常に良い政策で

あると考え，中国共産党と中央政府の農民への関

心を体現したと結論づけた。王輝（2009）の山東，

河南と四川への調査によれば，3．45％の農民は家

電下郷政策に不満があるものの，8965％の農民

はこの政策に満足または基本的に満足した。6割

の農民はこの政策を耳にし，その中の80％の農民

は下郷家電を購入すれば補助金をもらえることだ

けを知っていた。

　張朝華，孫宝文（2009）は広東の四つの町200

世帯の調査を通じて，農村市場には想定されたよ

うな購買ブームの現象が出現しなかったこと，大

多数の農民がこの政策に気を入らず，約8割以上

の農民が下郷家電の購入意欲を持っていない，残

りの2割のうち，8％の世帯が既に下郷家電を購入

し，5％の世帯が近い内に購入すると言い，約7％

の世帯が購買の意欲を現したが，最終に購入する

か疑問であることを報告した。

　顧雲飛，徐日向斐，陳浩鴻（2009）は上海市の

崇明県の農村住民への調査によれば，農民は農

村の水道・電気などのインフラ施設と下郷家電

の適合する情況では満足度が一番高く，81．1％に

達したこと，794％の農戸が下郷家電の品質に満

足していること，下郷家電の価格には満足の程度

が低く，満足している農戸が51D％である一方，

3＆1％の農戸がやや満足している。反面，あまり

満足ではない，非常に不満足の割合は23。8％，ま

た，価格制限家電のランクに満足した者が492％

であった一方，販売所と自宅の距離，補助金を貰

う便利さ，アフターサービスと家電種類などでは

農戸の満足度が全て半数以下であり，家電下郷政

策はこの方面に問題が存在していると述べた。

　黄振華（2010）は全国205村の2953部のアンケー

トに基づき家電下郷政策の実施現状と効果を分析

し，農民の家電下郷政策への全体的な反響は良好

で，全体の評価は高いが，この政策は農村部の消

費刺激の点では効果が小さく，財政補助金に魅力

が不足していると結論づけ，政策の調整方向にお

いて，家電下郷の社会利益の実現を基本的な出発

点とし，下郷家電の品質改良を核心とするべきで
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あると同時に，財政補助金手段の有効性と適合性

とを高めるよう提案した。

　劉董，王躍嶺（2010）は山東省の五つの地方の

調査を行い，32％の農民は補助金交付手続きに不

満または非常に不満と回答したこと，15．6％の農

民は補助金に適合する家電種類が少ないと考える

こと，10．2％の農民は下郷家電の属性は農民の需

要に合わないと反映したと述べた。

　王志剛，周虹，趙楊（2011）は遼寧省の三つの

県市で調査を行い，家電下郷政策をはっきりと

分かっている農戸が4＆25％，少し知っている農

戸が3α16％，耳にしたことがある農戸が1778％，

聞いたことがない農戸が381％であると述べた。

2．2　農村部住民消費に影響する要素について

　農民の下郷家電の購入は一つの消費行動であ

る。消費行動は多方面にわたる要素の影響を受け

ている。李宝庫（2006）は農村家庭の耐久性家電

用品の消費意向，態度と行動の関係を研究し，農

村家庭の行動意向と態度との間，消費態度と行動

との問にプラスの相関関係が存在していることを

見い出した。消費レイアーにおいて消費性向が高

い家庭には，耐久用品購買態度と購買行為との相

関性が大きく，購買行為が発生しやすくなる。サ

宗成張士雲，李冬鬼（2009）は2000－2006年の

パネルデータを利用して，中国東部，中部と西部

地域の農村住民の消費の実証分析をおこない，農

村住民の一人当たりの可処分所得な収入と前期の

消費が当期の消費を明らかに促進することを見出

した。

　孫愛存（2009）は，中国農村住民1人あたりの

消費性支出の計量経済モデルを建て，中国農村住

民消費支出の影響因子を分析し，農村住民一人当

たりの収入と農村住民消費価格総指数と遅延期の

一人当たり純収入と遅延期の消費性支出が中国

農村住民の1人当たり消費性支出に重要な影響を

持っていることを見出した。高順成（2009）によ

れば，中国農村住民の限界消費傾向は明らかに

都市住民より高く，（MPC＝0．7707），乗数原理に

従って推論すれば，家電下郷の農村需要の牽引に

よって，経済成長を必ずある程度牽引できると述

べた。

　銭胡風，戴紅（2010）の研究によれば，農村住

民消費に影響する因子は商品自身の価格，相関商

品の価格，消費者の収入水準，消費者の選好ある

いは偏向，人口数量と構成の変動，政策の影響，

消費者の未来予期などである。楊恒（2009）の研

究によれば，農村住民の下郷家電への需要の制限

因子には三種類がある。第一類，収入因子二家電

自身の価格と農民自身の収入を含む；第二類，消

費性因子＝各地域市場の巨大な差異性と家電の品

質である；第三類，投入性因子二下郷家電の使用

コストと使用ハードウェアである。陳嫡（2008）

は農村住民の家電消費制限の主要因子として：

一，農民の収入の成長が緩慢である；二，農村家

電消費市場の有効供給が不足であり，多くの家電

製品の設計，製造と販売が主に都市住民の需要向

けであり，農村消費市場の特徴に合う家電製品の

開発が相当に遅れている；三，農村住民の消費環

境が悪い。農村市場販売所が少なく，購買環境も

悪い。商品の種類と様式が単調であり，偽物など

が多い。農村の水道，電気などのインフラ施設の

数量，規模，レイアウト，ランク，品質，技術含

量などにおいて，都市に比べ未だ相当の距離があ

り，少なくない地域の水道，電気，道路，テレビ

中継などの基本問題がまだ解決しておらず，結果

として買った冷蔵庫が食器棚になり，洗濯機が米

びつになるという現象が多々起きうる程に，家電

商品の普及が深刻に制限されているのである。
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2．3　家電下郷政策の農村部消費生活への影響

　家電下郷政策が農村部消費生活に影響を与える

ことについてプラスとマイナスニつの論点があ

る。

　（一），多数の研究者は農村部に於ける家電下郷

政策が積極的な消費生活を促進すると論ずる。閻

福麗，王小洋，卓偉（2009）は家電下郷政策が農

村の家電需要を刺激し，農民の生活条件を改善し

たと考えた。梁繹丹（2009）もこの観点に賛成

し，農村の消費を最適化し，農民の生活の質を高

め，都市と農村とのギャップを縮小したと論述し

た。孫菲菲（2009）は家電下郷政策が三省一市で

の試験的実施から全国に広がって，農民が実際の

利益を受けると同時に，一連の経済効果をもたら

したと分析した。家電下郷政策が農民消費という

需要を刺激する角度から出発して，農民の工業品

の購買力を高め，都市と農村との差を短縮したと

述べた。高明華，曾広録（2009）は1990－2006年

の間における都市と農村部の住民中，低ランク日

常耐久品の消費データを用い，消費と収入との関

係について実証比較分析を行った。都市住民の日

常耐久用品の消費と収入との間には長期均衡関係

が存在していないが，農村住民に於いては長期均

衡関係が存在している。その為に，農村部はカ

ラーテレビ，冷蔵庫，洗濯機などの中，低級日常

耐久用品の消費市場潜在力が存在している，した

がって，家電下郷活動を利用して，農村市場を開

拓し，内需を拡大することは有効である。呉飛

美（2010）の研究は，家電下郷政策の実施は区域

経済の発展に重要な意義があり，家電産業の拡大

再生産を促進し，農村消費需要を刺激し，都市

と農村のギャップを縮小したと述べた。郭立珍

（2010）の研究は，河南省での家電下郷活動が一

定の成績を上げ，農村と都市との消費市場の成長

速度の差を短縮し，一部分の農村家庭の消費構成

を最適化し，農村生産と流通サービス体系をも改

善したと結論づけた。

　（二）これに対して，少数の研究者は，家電下

郷政策が農村住民の消費生活に消極的な影響を与

えると主張した。張月友（2009）は家電下郷に効

率の視角で経済学分析を行い，家電下郷は農村で

の“富者”を補助し，農村社会の貧富の格差を拡

大し，農民を害する隠れた危険性があると指摘し

た。黄振華（2010）は，家電下郷政策が農民消費

を直接牽引する効果が顕著でないと述べた。つま

り，家電下郷政策の消費刺激効果の中に農民の固

有の消費需要が含まれている。いわば，家電下郷

政策がなくても，一部分の農民は家電を購入す

る。補助金の刺激対象は僅かに本来購入意欲をも

つか，買っても買わなくてもよい農民しかいな

い。ほぼ半数の農民の家電購買行動は政策の恵み

に関係ない。本当に政策の実施が原因で家電の購

入行動を選ぶ農民の割合は3割以下である。農民

の収入と貯蓄とも低い状況下では，家電下郷政策

が最大限度に農民の消費能力を搾取するに違いな

い。つまり，農民消費を拡大する方法は農民の収

入を増やすことしかない，と述べるのである。王

旭，孟慶璋（2009）は経済学の視点から出発し，

政府が家電下郷政策を推進すると同時に，農民の

増収にさらなる機会と良い条件とを創り出し，農

村部のインフラ整備を強め，農村医療，教育事業

を発展し，農村の消費環境を改善すべきであると

提案した。方篠薄，盧旋（2009）は農民が家電を

購入しない原因が低収入，公共生産品不足，社会

保障の不備などであると述べた。農村市場を振興

するために，肝要なことは農民の収入を高め，農

村地域の公共生産品の支持力を強め，社会保障制

度を完備させることにある。家電下郷政策は原因

を結果に変えるやり方に他ならない。前述農民消

費制限条件がまだ解決していない状況で，家電下
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郷活動は実際に農村住民の元来有限的な財力を消

耗するしかなく，長い目で見れば農民消費市場の

振興にとって良くない効果をもたらす。しかも，

家電下郷の財政補助金は，最終的には農村の比較

的裕福な住民の手に落ちる。これは因果倒置で裕

福な者を救い，貧乏な者を救わないものである

と。すなわち，家電下郷政策の効果について，そ

れが生活水準の向上をもたらすとする見方に対し

て，インフラ整備と収入の向上なしに意味はない

とする見方が根強く唱えられているのである。

2．4　家電下郷政策の実施過程に存在する問題に

　　ついて

　家電下郷政策の実施過程に存在する問題は国家

政府，生産メーカー，消費者の農村住民の三つの

レイアーを分けて分析された。

2．4．1国家レイアーの問題について

　楊淑蛾，彰超，王余丁（2011）は河北省農戸の

アンケート調査を通じて，国家の宣伝は不足であ

り，監督と管理措置が行届いていないと述べた。

姜鰻（2010）は家電下郷政策が提起された後，政

府の宣伝が足りず，下郷家電販売の販売所への審

査も強くなく，少なくない販売店がコネで下郷家

電製品の販売資格を取得し，偽物を販売し，政府

の補助金を騙し取っていると述べた。さらに，補

助金交付を受ける手続きが繁雑で，多大な時間

と労力をかけても，もらった補助金は交通費よ

り少ないケースも多い。徐海明，徐雅芸，王瑞

（2009）も政府は下郷家電販売店の資格審査が強

くなく，メーカーの定価にも有効的な監視体制が

欠如していると述べた2）。又，生産メーカーの家

電下郷活動に参加する政府主催の入札と落札後の

費用が多すぎるという苦情があると王文静，包再

（2009）は指摘した。

2．4．2生産企業レイアーの問題について

　何玲玲，潭永宝（2010）は広西柳州の調査を通

じて，部分生産企業の家電製品には知能化された

ものが多く，農民の文化的素質が低い条件の下で

は，製品の操作に苦心すると述べ，多機能家電は

農村市場に合わないと述べた。呉飛美（2010）は，

家電下郷製品のアフターサービスがひどく遅れて

いて，過半数のメーカーが農村地域のアフター

サービスの拠点がない，あっても，修理スタッフ

の素質も低く，修理設備が遅れているなど，農民

の家電購買後の問題が多いと指摘した。

2．4．3農村レイアーの問題について

　農村住民の低収入は家電下郷政策の有効な執行

を抑える重要因子である。周揚，紀成君（2009）

は，農村住民の収入が彼らの購買能力を決定し，

中国農村住民の純収入が低く，マスローのニーズ

に従って，農村住民の収入が先ずは食べ物，衣

類，住まいの需要を満たにとどまり，エアコン，

パソコンなどの高級耐久消費用品の需要が少ない

と論述した。郭暁妊，欧陽静宜，高嘉悦（2011）

は河南省伊川県の家電下郷状況を調査し，農村住

民は収入増加幅が小さく，家電購買に用いるお金

が少ないばかりか，子どもの就学難，病気医療難

など問題が存在していることを見出した。また，

家電下郷政策の推進に伴って，インフラ整備の要

求も高くなるが，農村の電力供給に問題があり，

既に農民の電気使用需要を満たせないことも指摘

した。

2）日本でも，1970年ごろ，カラーテレビのダンピイング問題があり，

2．4．4　家電下郷政策への意見

　多数の研究者は補助金交付にあたっての繁雑

　　政府の監視の弱さが問題となった。
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な手続きを簡素化すべきことを提案した。さら

に，王亜楠（2009）の研究によると，現在の中国

農民養老保険制度，最低生活保障制度，合作（協

力）医療制度などが成熟しておらず，農民の消費

を刺激するために中国農村の社会保障制度を改善

し，養老などの憂慮を解消すべきであり，家電下

郷の製品には，東部地域に於いては冷蔵庫，パソ

コン，エアコンなどの高級家電を主にすべきであ

り，西部地域はカラーテレビ，携帯電話などの

普及率が低い家電を主にすべきである。削ll頁発

（2009）の研究によって，農村政策とは農村に工

業消費財を降らせることではなく，農村の国民経

済生産購買力を向上させ，選択可能な“家電下

郷”工業品を投入することである。農村には“農

業科学技術知識”図書，農村現代化情報発信設備

農業現代化機械農業現代化設備などの製品を投

入すべきであり，それによって農村国民経済生産

力を高めるべきである。

　上述した研究結果から，中国家電下郷政策に関

する成果は多いが，系統的に論じた論文はまだ少

ない。

3．中国家電下郷政策の実施概況

3．1　中国家電下郷政策実施の背景と過程

　改革開放政策にともない，中国の家電産業は迅

速に発展し，世界でも有数の家電製造国になっ

た。製品は先進国の欧米にも売れている。ところ

が世界金融危機の影響と国際経済状況の悪化，人

民元の切り上げなどが原因で，国際市場の需要は

萎縮していた。中国のGDPに占める輸出産業の

成長速度は緩くなって，輸出構成の中に重要な地

位を占める家電産業は“販売の冬”を迎え，家電

産業に関連する産業チェーンも打撃を受けた。中

国政府は経済の安定と発展を維持するために，国

内の国勢に注目し，内需開拓の目を広い農村地帯

に向けた。2007年，中国政府は“家電下郷”3＞と

表：家電下郷政策実施推進時閥表

時間 範囲 家電種類 注意事項

2007．12．01 山東省，河南省，四川省，青島
市

カラーテレビ，冷蔵庫，携帯電
話

2008．12．Ol 山東省，河南省，四川省，青島

市，内蒙古自治区，遼寧省，大

連市，黒龍江省，安徽省，陳西
省，重慶直轄市，広西チワン族

自治区湖南省，湖北省

カラーテレビ，冷蔵庫，携帯電

話，洗濯機
各地での実施時間は試験或は実

施開始日から4年であり，下郷

家電を購入すれば家電価格の
13％を補助金として受け取れ
る。

2009．2．01 全国 カラーテレビ，冷蔵庫，携帯電

話，洗濯機オートバイ，パソ
コン，湯沸かし器，エアコン

2009．02．19 全国 上記＋電子レンジ，クッキング
ヒーター

2010．03．29 全国 上記＋電動自転車（全国の最多
省で認定された），厨房排煙器，

ガスコンロ，電気炊飯器，電気
圧力鍋，DVDプレイヤー中の一機種）

家電商品の販売価格の上限を切
り上げた。

2011．11．30 全国（最初の試験地域を除く） 同上 試験地域で実施終了

3）中国語では，「城」は都市のことを指し，「郷」は田舎とか農村のことを指す。日本語の上京に近い「田舎から都市に入

　ること」は「進城」で，その逆方向の田舎に下ることを「下郷」という。したがって，「家電下郷」は「家電が田舎にやっ

　てきた」という意味になる。
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いう政策を制定し，試験的に実施した。この政策

の実施に中国政府は4兆元の財政出動を決意した。

つまり，農業戸籍を持った人には「家電を購入す

れば，政府がその価格の13％をキャッシュバック

する」というものである。「家電下郷」は「農業

戸籍」を持った人に対してのみ適用される，非農

業戸籍，即ち都市戸籍の者にはない優遇策であ

る。この政策は後に国有農場と林場で勤務する非

農業戸籍の者にも適用になった。その意味で家電

下郷の優遇策は経済的地位も政治的地位も無く，

社会的に地位の無い社会のどん底にいる農民に

とって，単なる家電購入補助策以上の意味を持っ

ていたのである。

　この施策は2007年12月より山東省，河南省，四

川省，青島市で試験的に実施された。表1は家電

下郷政策の実施経緯である。

3．2　家電下郷政策のあげた成果

　統計資料によると，家電下郷政策が試験的に実

施されてから1年経って2008年には40億元の売り

上げを実現した。その中で冷蔵庫（冷凍庫含む）

の売り上げは三つの省の農村における同種類製品

売り上げの70－80％を占め，カラーテレビは90％

以上を占めた。試験地域である三省では家電製品

の売り上げ成長幅が全国の平均レベルを30％以上

上回った（王輝，2009）。2009年，中国家電下郷

商品の販売台数は3767万余り，販売金額は692億

元以上に達した。4）さらに，2010年全国家電下郷

商品の台数はZ718万，前年より123．33％に成長

し，売り上げは1，732．3億元，前年より167．42％

増えた。商務部が2012年1月12日に公表したデー

タによって，2011年全国家電下郷製品の販売台数

は1．03億，実現した販売高は2641億元，前年より

それぞれ345％，53。1％の増加を見た。2011年末

にまで全国で累計した家電下郷製品の販売台数

は2．18億実現した売り上げは5ρ59億元，払った

補助金は5922億元に上った。11月末山東，河南，

四川，青島での家電下郷政策実施満期の影響を受

けて，12月の家電下郷製品販売台数は695万，実

現した販売高は185億元，前年12月分より2＆5％

と179％の減少を記録した。2011年一年家電下郷

製品の販売は全体的に良好であり，販売地域から

見て，山東，河南，四川の3省が販売高の上位を

占め，合計で全国家電下郷製品販売総額の35．2％

を占めた。家電種類から見て，カラーテレビ，冷

蔵庫，湯沸かし器，エアコンの販売高は全て300

億元を超え，前年より10％以上増加した。5）

　上述の統計データによって，家電下郷政策は中

国農村地域への家電販売を加速し，家電産業の発

展と内需拡大に貢献している。

3．3　家電下郷政策の意義

　国際的金融危機に加え，国内の都市と農村の差

がますます深刻になった場合で打ち出された家電

下郷政策は，中国経済の均衡ある発展と内需拡大

に重要な意義を持っている。

　（一），マクロ経済を調整・牽引する役割がある

　まず，家電下郷政策は内需拡大，特に広い農村

地域の消費拡大に重要な役割を果たしている。中

国は都市と農村との発展に極めて差が大きな差の

ある国である。都市住民の収入は高く，消費も高

く，内需への貢献も大きい。反面，広大な農村市

場は有効的な発展が得られなかった。過半数以上

4）中華人民共和国商務部2009年12月扮家電下郷工作進展情況通報（2010の1－18）【2010－03－16】http／／jdxxzhs　mofcomgovcn／

　adm　in／news　do？method＝view＆id＝204840111

5）http：／／www．chinaimcom／news／20120113／316768ぬtml
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の農村住民の消費積極性を発揮させ，農村市場の

潜在消費力を発掘すれば，中国経済の発展に一つ

の有力な支えとなる。次に，家電下郷政策は経済

の持続可能な発展に貢献する。政府は家電製品

について環境に優しい型，資源節約型を提起し

た。例えば，家電下郷に適合する洗濯機のエネル

ギー効率レベルは市場の平均レベルより高い。カ

ラーテレビ，冷蔵庫，冷凍庫の電力消費は市場同

類製品の80％である。第三に，消費者の角度より

見て，農村住民は収入レベルの影響で，下郷家電

を選ぶ時には，製品の使用コストを極めて気にす

る。低電力消費の家電は農民の経済負担の軽減に

役に立つ。第四に，家電下郷政策は経済構成の調

整に役立つ。家電下郷政策のキーポイントは財政

補助である。中国農村経済の発展には，単なる財

政補助で問題を解決できない。政府は財政資金の

切り替え機能を発揮して企業を農村市場に牽引

し，農村市場に目を向けさせ，農村地域の物流と

アフターサービス体系を確立する。これは全体の

国民経済発展に重要な意義がある。

　（二），家電下郷政策は企業の新市場の開拓に有

利である

経済の発展と技術の進歩にともなって，中国の家

電生産能力は世界一の地位を占めるが，輸出依存

度が大きい。しかし，2006年以後，国際経済の低

迷が顕在化し，中国家電の輸出は停滞し，家電産

業は苦境を迎えた。国家が家電下郷政策を実施し

た後，家電の過剰生産能力を最適化し，家電企業

の生産及び流通と農村住民の需要と問に橋をかけ

ることを意図した。家電下郷政策は企業の産業構

造の調整と同時に，新しい供給市場の開拓に有利

である。家電下郷政策は家電企業の品質意識の向

上に役立つ。家電製品は農村地域に運ばれて，国

家の要求を満たすだけではなく，農村の交通運輸

に適合し，湿気，埃，虫，ネズミなどに対処しな

ければならない。しかも，農村消費者の家電商品

の要求に対する個人差異は大きく，集中度が低

い。また，サービスとマーケティングの理念を熟

知した営業マンも要る。これらは家電企業にとっ

て「価格戦争」を脱し，業界競争グレイドを上げ

ることに重要な意義を持つ。

　（三），家電下郷は確実に農村住民生活レベルを

上げる民生政策である

　改革開放後，中国経済は高度成長を遂げた。長

期にわたった農業が工業を養う局面を三農問題6）

をますます深刻化させている。家電下郷政策は農

民に安価，良質でアフターサービスの良い，多種

類家電を購入させて，農民の生活の質を高めるこ

とを意図する。21世紀は情報化時代であり，農村

住民もまた科学技術の進歩がもたらした楽しみを

享受すべきである。農村地域で携帯電話とパソコ

ンの普及は農村住民がより多く市場情報，政府政

策科学的な生産技術を学習することに大きな役

割を果たしている。この政策は，都市と農村との

ギャップの縮小，二元社会構成の修正，ひいては

農村地域の経済社会の全面発展にとって有利であ

る。同時に，家電下郷政策の実施は農村地域イン

フラ整備に新しい契機をもたらし，農村地域に有

効なチャンネルネットワークを構築し，それがま

た家電企業と小売業者が二，三級市場へ進入する

ことに有利に働く。

6）農業の低生産性，農村の荒廃，農民の貧困をいう。三農の概念は経済学者の温鉄軍博士により1996年に提出された論文

　が初出であり，その後にメディアや官庁で広く使われるようになった。2000年湖北省監利県林盤郷党委員会書記である

　李昌平が朱熔基総理に「農民は本当に苦しんでおり，農村は本当に困窮し，農業は本当に危険である」と言った内容の

　手紙を提出した。その後，「三農」問題という文言は更に広く使われるようになった。
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4．中国家電下郷政策実施中の問題と原因

4．1　中国家電下郷政策実施中の問題

4．1．1　下郷家電のランクが低い，種類が少ない，

農民の購買積極性が予想に至らなかった

　財政部と商務部が発令した『家電下郷操作規

則』にしたがって，下郷家電に販売価格の上限を

定めた。引き上げた家電価格の上限はカラーテレ

ビ3，500元，冷蔵庫（冷凍庫含む）a500元，携帯

電話1ρ00元，洗濯機2ρ00元，PC3，500元，電子レ

ンジ1，000元，電気クッキングヒーター600元。こ

の価格上限の設定が原因で，下郷家電は中級低級

の家電とされる。しかも，下郷家電のブランド，

型番と価格が指定されたので選べる範囲は狭い。

また，中国東部，中部と西部農村地域の経済発展

状況は異なっている，販売価格の上限設定は全国

統一であるので，中，低級の家電は中部，西部の

農村市場に合致するが，東部の農村市場には適合

的でない。さらに，家電消費が主力とする若者消

費者は結婚の為に家電を購買する場合が多い。7）

彼らは高級またはブランド品が欲しいが，多くの

家電は下郷家電のリストに入っていない。例え

ば，液晶テレビは下郷家電の枠に入っていない。

結果として全国統一の販売価格の上限設定は一部

農村消費者の積極性，特に東部の経済発達地域に

おける農民の消費行動に対しては抑制的に働い

た。

4．1．2　下郷家電の販売利益幅が狭く，小売業者

の販売積極性が高くない

　落札した下郷家電のブランド，型番価格が指

定されているので，販売する小売業者の利益空間

が極めて有限である。筆者の経験によると，各地

の状況によって異なり一概には言えないが，少な

くない小売業者は下郷家電を売りたがらない。政

府からの政治任務としてやむを得ない販売活動で

ある。河南省安陽市の家電販売会社である「幸福

樹」の責任者の話によると，冷蔵庫一台の粗利益

は約100元である。税金費用と販売経営経費を控

除すると利益はほぼ残らない上，購入者が遠い村

に住む場合は配送料と据付費用が更に増えて，利

益どころか損になる可能性さえある。

　政府の定めた下郷家電販売価格の上限が低いこ

とは，企業のもともと限られた利益空間を狭め，

生産企業の積極性に打撃を与え，企業もまたアフ

ターサービス体系を作る余力がなくなった。

4．1．3　補助金の申請手続きが繁雑で，補助金の

交付効率が低い

　補助金が農民の手に交付できるかどうかは，農

民にとって家電購入時に一番気になる問題であ

る。補助金の申請から交付に至るまでの手続きが

繁雑で，時間がかかり過ぎることは家電下郷政策

の執行効率を制約する主要因子である。学者達の

研究によって，約半数の購入者は申請手続きが面

倒すぎて，申請から交付まで約一ヶ月かかる。交

通費が補助金の金額より多い場合も少なくない。

結果として一部の購入者は補助金申請を放棄して

いる。この問題は家電下郷政策だけの問題ではな

く，中国に於ける行政効率の低さに関わってい

る。権威部門は庶民へ何か与える時にわざと繁雑

な手続きを作ることが多い。家電下郷政策の前に

自動車下郷政策があった。同じような補助金制度

で，多くの自動車購入者は補助金申請の権利を放

棄した。筆者の調査によって，農民が購入した自

7）中国農村部の若い新婚者は農村家電消費の主力である。彼らは結婚前に必ず一定量の家電を購入する。カラーテレビ，

　洗濯機冷蔵庫は必須で，電子レンジ，電気クーカー，パソコン，クーラーなども購入する。彼らは互いに競争して，

　お金を借りて家電製品を購入するケースが多く見える。毎年旧暦のお正月前は結婚のシーズンで，家電の売り上げは急

　に伸びる。
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動車は農業用の軽自動車が主で，一般的に農業生

産に用いられている。補助金の申請には，車の保

険とナンバープレートを付けることが先決条件で

あった。この二つにかかる費用はもらう補助金よ

り多い。これが原因で，多くの下郷車の購入者は

補助金の申請権利を放棄した。彼らはその車に保

険とナンバープレートをつける必要はないと考え

たのである。家電下郷政策に於いても，補助金を

もらうための費用が補助金より多くかかる場合

は，購入者がその権利を放棄して当然のことであ

る。

4．1．4　下郷家電のアフターサービスが健全では

ない，比較的遅れている

　下郷家電は耐久性消費用品である。長期に継続

使用する過程に於いて絶えずメンテナンスが必要

である。つまり，アフターサービスに対する要求

が比較的に厳しい。目下のところ，中国三級四

級市場の家電の販売とアフターサービスは主に三

つの類型に分けている。第一，地元の家電デパー

トとチェーンストア；第二，ターミナル形態とし

ての夫婦店の小型店；第三，メーカーの専門販売

店とチェーンストア。目前，ハイアール（海爾）

とレインボー（長虹）などの実力ある製造と販売

機能（販売チャンネルがある）を一身に集中する

家電巨人は三，四級市場に進出しているが，彼ら

は専業のチャンネル販売業者ではなく，家電ター

ミナル消費場所の主流ではない。しかし，国美，

蘇寧などの家電製品の最大チャンネル販売業者た

ちは，家電下郷政策実施の第一段階（試験段階）

を既に落札したが，いままで第三，四級市場には

全面的に浸透していない。これは一定の程度で家

電下郷チャンネルのカバレッジ・レートに消極的

な影響を与えた。

　家電下郷はメーカーとチャンネル販売業者の配

送サービスにとって新しい挑戦である。公募，入

札の過程で政府は各落札企業が必ず一式の物流体

系を持ち，需要があればすぐ供給し，買ったらす

ぐ送る，製品を全国のどこの県城，郷鎮に配送で

きると明確に規定したが，実際の操作過程では，

消費者が家電を購入した後，物流配送とアフター

サービスは度々ついていけない。彼らは交通の不

便な村に配送に行きたがらない。これも，ある程

度農民の家電購入の積極性に影響した。アフター

サービス拠点として，あるところに修理場所を設

置しても，部品の運輸は相当の時間がかかる。一

部の家電は家電メーカーの在庫限りであって，在

庫切れの部品に問題ある場合はわざわざ作らなけ

ればならない。修理時間が少ない場合でも半月か

かり，多い場合は2－3ヶ月もかかる。国内の家電

業界では，ハイアールの評価が一番であるが，家

電下郷の流通過程ではハイアールは力が足りない

とささやかれている。

4．1．5　規定に逆らった操作

　政府は家電下郷政策の実施に一律の法規を作

り，関係する人の責任を規定した。実際の過程

に，各種類の国の規定に違反した操作が様々に存

在する。戸籍が他人に使用されたので本人は補助

金をもらえない，行政機関の職員が職務権限を乱

用し，下郷家電の補助金を騙し取るなどと言った

現象はたびたびある。

家電の販売過程でも，一部の販売者は農民を騙

し，不良製品を下郷家電として販売している。

4．2　家電下郷政策実施中存在した問題の原因

4．2．1　家電下郷政策の自体の要因

　（1）補助金の受給手続きが繁雑すぎる

下郷家電を購入した者の補助金交付申請手順：農

戸がIDカード（身分証），戸籍登録証，商品の税
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務領収書，家電下郷製品専用の標識カードと本農

戸の通帳を持参し，戸籍所在地の郷鎮財務所に行

き補助金を申請する。郷鎮の財務所は家電下郷政

策の交付条件に従い農戸の申請資料を審査し，補

助金額を計算，確定して，3日以内に登録を済ま

せる。県財政局はネットで郷鎮財務所が提出した

資料を受理し，7日（オフィス　ディ）以内にそ

の資料を再審査した後，問題が無ければ補助金情

報表を郷鎮財務所に送る。郷鎮財務所は県財政局

が再審査を済まし同意したデータに従って紙ベー

スの申請表を作成し，責任者のサインと捺印後，

資金の給付を申請する。郷鎮財務所は委託金融機

構に電子版の補助金リストデータを提供すると同

時に，資金を委託金融機構に送金し，資金の給付

状況を公示する；県財務所は金融機構を通じ，郷

鎮財務所が提供したリストに従い該当者へ受給書

面を交付する。最後に，農戸は通帳を持参し，金

融（代理）機構に出向き補助金を受け取る。補助

金の申請から交付まで，時間がかかり過ぎるので

ある。又，農民にとっては交通費などの費用が発

生し，時間もかかる。この手続きの繁雑さは農民

の下郷家軍に対する消費積極性に直接影響する。

　（2）家電下郷政策商品販売価格の上限制限が

ある

　補助金の配分と交付は農民家電購入にとって直

接の動因であり，農民を優遇する政策の体現も

あり，家電下郷政策に直結し重要な影響を与え

る。目前，この政策の実施中に支給する側の負担

金“均一化”現象が深刻化している。政府は下郷

家電の最終売価の13％を補助している。この13％

の由来について中国財務省の説明によると，現在

中国に於いて家電輸出税の（一部）払い戻し率は

13％であるから，下郷家電購入者の農民にも13％

の補助金を支給する。中央財政はこの資金の80％

を負担し，地方財政は残り20％を負担する。実際

には，中国各地の収入格差は大きく，このノルマ

が各地に起した効果は異なっている。2005年の収

入を例に取ると，中国東部沿岸部地域の収入は

全国で一番多く，一人当たりの総収入はα226．58

元，一人当たりの平均純収入は4720．28元であ

る。中部地域では一人当たりの総収入と純収入は

405178元と295660元と，東部地域より明らかに

低い。西部地域の一人当たりの総収入と純収入

はa646．02元と2β7＆91元，全国でも最低である8）。

これが原因で，東部地区で普及した家電品は中

部，西部において普及率が低い。家電下郷政策の

効果が東部，特に経済先進地区の東南沿岸部農村

地域には良くない。家電下郷政策の「補助金ノル

マ均一化」は農村住民の下郷家電に於ける消費積

極性を抑えた。

4．2．2　家電下郷目標市場因子

　（1）農民の消費観念は遅れている

　中国の封建社会は2000年以上の歴史がある。農

民は長期にわたる自給自足による自然経済の過程

で形成された「居安思危」（安きに居りて危うき

を思う），「量入為出」（入るを量りて出つるを為

す）という消費観念が根強い。過半数の農民が

余ったお金を貯蓄し，将来に備えるという現象が

一般的に存在している。農村住民の収入は都市住

民より低く，しかも，1985－1994年に中国都市住

民と農村住民の消費水準比率は23：1から35：

1へ拡大し，その後やや縮小した後に，1998，

1999年，3．3：1と3．5：1へ上昇した9）。多くの

農民は家電の購入より将来の農業生産設備投資，

8）張宇　ろ荻（2010），『当代中国経済』，

9）同前掲，第360頁。

中国人民大學出版社，2007年9月第1版，2010年12月第3次印刷，第362頁。
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医療と子どもの教育に備える為の貯蓄をするので

ある。

　（2）農民の収入が低い

　収入は消費の前提と基礎である。収入の高低が

消費能力の大小を決め，消費者の消費決心，消費

欲望と消費潜在能力を直接決める。農民の収入は

実際の購買力を決め，下郷家電販売に於いて一番

根本的な影響因子である。改革開放以来，中国農

民の収入は増加した。

表：中国都市部住民と農村部住民の収入推移表

年分
都市部世帯1人当たり

　支配可能な収入

農村部世帯1人当たり

　　　純収入

1978 343．4 1336

1980 4π6 1913

1985 7391 397．6

1990 151α2 686．3

1991 1，70α6 708．6

1992 2026．6 784

1993 a577．4 921β

1994 a496．2 1221

1995 4283 1577．7

1996 48389 192a1

1997 516α3 2090．1

1998 5425．1 2162

1999 5854．02 a210．3

2000 q280 2253．4

2001 68596 236a4
2002 η028 2475．6

2003 a472．2 26222

2004 9421β 29364
2005 1α493 a254．9

2006 11，759．5 a587

2007 1a785．8 414α4

2008 15780！76 476α62

2009 1ス174．65 5153．17

出典：中国国家統計局『中国統計年鑑」2010年。

　上表の数字から見ると，農村住民の収入は増え

ているものの，大型家電品の価格，特に高級品の

家電は彼らの年収に近い。多くの家電品は彼らに

とって贅沢品に属していると考えられる。農村地

域内部には収入の格差も大きく，ジニ係数は0．37

（都市はα34）に達し，2004年に於いては，農村

で裕福な20％の住民と貧困な20％の住民の一人当

たり純収入の比率は6．88である。筆者の出身地で

ある河南省の現状でも，過半数の農村世帯以では

下郷家電を購入する財力が無く，僅かに少数の世

帯が家電を購入する財力を有するに過ぎない。

4．2．3　家電下郷の環境因子

　家電下郷政策実施を抑止するもう一つの環境因

子は，農村のインフラ整備の不備である。中国は

建国以来，非均衡的な都市と農村の二元構造の基

礎施設供給制度をずっと実行していた。工業と都

市を優先的に発展させる政治経済モデルは政府の

農村基礎施設建設への投資が少なく，結果として

農村基礎施設の供給が深刻であることをもたらし

た。農村地域のテレビ，電話のネットワーク，電

力ネットワーク，水道建設など基本的なインフラ

整備はまだなされていないか，低い水準にある。

下郷家電品の使用に必要である電気の価格は都市

のそれより20％高い。しかも，停電の時間が長

く，頻度が多いばかりか，電圧や周波数が不安定

で知能化された高級品の使用には特に適さない。

水道の普及率もまだ極めて低い。水道があるにし

ても，水圧が不安定である。一言で言えば，脆弱

な農村基礎施設の現状は家電下郷政策の実施を抑

えている。

　さらに中国には完全な農村社会保障システムが

まだ確立されていない，現行の新型農村医療合作

保険と生活保護制度は無しより良いが保障レベル

が低い。家電下郷政策の実施が農民に貯蓄を用い

て家電品を購入させることは農民に後顧の憂いを

もたらしかねない。

4．2．4　政策の宣伝不足

　家電下郷政策の実施過程の中で， 政府の宣伝は
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依然として力不足である。多数の研究者のアン

ケート調査によると，農民は家電下郷政策の情報

を主にラジオ，テレビから聞いたとある。又，親

戚，友人より聞いた者も多数いるが，政策の詳細

内容，例えば，実施の手順，補助金の標準，申請

方法などについてはすこししかわかっていない。

4．2．5　下郷家電の生産，供給と消費の欠点

　下郷家電の生産について，農村地域の不安な電

圧，悪い衛生条件（埃が多い，ネズミの害が多い

など）に適応する家電を開発すべきである。現在

の家電市場に農村向けの家電は少ない。安価，防

塵，省エネルギー，丈夫な，非知能化の家電は農

村地域に人気があるに違いない。下郷家電の供給

について，農民の家電下郷政策への認知度を高め

ると農村地域の販売とアフターサービスネット

ワークの構築はまだ不十分である。特にアフター

サービスネットワークの構築は農民の本当の需要

情報を収集し，開拓した農村市場を維持し，新し

い市場を広げることに重要である。下郷家電の消

費について，農村住民は国の政策のメリットを認

識し，利用し，ディメリットを排除し，多く家電

を購入し，自分の生活の質を向上しようと努める

べきである。

5．問題点と対策

　家電下郷政策の方法は，中国政府が内需を刺激

し経済成長を促進する数多くの政策と同じであ

り，政府主導型であるのは明らかである。政府主

導型の政策であるので，問題の解決は政府の力に

頼らざるを得ない。

5．1　財政面の改善対策

5．1．1政策措置を改善し，家電購入者の補助金

申請手続きを簡易にする

　現行の補助金申請手続きの簡素化について，政

府は“補助金申請緑色専用アクセス”を設置すべ

きとして，専門の職員に情報の審査と管理をさせ

る。郷鎮財務所は直接に補助金を交付し，記録を

とる。県財政局は省財政庁に申請し，前もって資

金を配分する。その後直ぐに資金を郷鎮財政所へ

配分し，補助金の全額を遅滞なく農民家電消費者

の手に交付する。他に，販売者が郷鎮財務所に財

政精算する直接という方法が用いられる。した

がって農民が家電購入時に販売価格の13％を支払

わず，売価の87％を払えばOKである。

5．1．2　下郷家電販売業者の税負担と生産企業の

費用負担を軽減する

　家電下郷に参加する家電販売者の反映による

と，かれらに対する税金を含む経費は多い。家電

価格には上限があるので，利益幅が小さい。国と

関係部署は家電下郷政策履行中に存在した費用徴

収科目を調査，研究し，必要ない徴収項目を取り

消すべきである。その他かに，必要な費用徴収の

項目にも費用を出来得る限り減らす。国家の目的

はこの政策の実施過程に収益を形成することでは

ない。現行の企業が入札期間に代理会社へ支払っ

た参加費用は取り消すべきである。家電下郷管理

システム中のキーナンバーシステムの費用徴収項

目に於いて，費用徴収標準を引き下げるべきであ

る。入札公募代理会社は落札した企業に対し，多

くの名目の費用を徴収している。例えば，製品型

番に型番毎に2000元，生産企業に30万元，販売企

業30万元，キー毎に280元を徴収している。30万

元は品質保証金の名目であり，巨額の金銭が銀行

で貯蓄されることにより生じた大きな利息は，ど

う処理するかに疑問である。型番に徴収した金額

にはサービス料の名目がある。キーの価格は安

全性が更に高い銀行キーより2．8倍高い（王文静



一
92－　　（192） 東亜経済研究　第71巻　第2号

包再2009）。

5．1．3　各地の状況に応じて下郷家電を選び，補

助率と財政負担比例配分を決める

　中国は国土が広く，独自の政治と歴史背景の下

で，経済発展レベルは地域ごとに違う。政策を履

行する上に於いては，家電下郷政策に柔軟性を持

たせるべきである。商品の価格によって補助金比

率を確定し，商品の選択は地域経済発展水準と農

村住民の消費需要に沿って品種を選び，地方の財

力によって商品販売価格の上限を決めるべきであ

る。

　家電下郷補助金の財源は中央80％，地方20％で

負担している。地域の経済発展が不均衡である

為，地方財政に対する現行の補助金負担制度を改

善すべきである。基本原則は経済発達地域に於い

ては地方負担比例を高くし，経済未発達地域の地

方負担比例は低くするというものである。家電下

郷政策は必ず「貧困扶助」の旨を体現しなければ

ならず，「裕福な人を助け，貧困な人を助けない」

ものであってはならない。具体的に言えば，各省

のGDP，及び一人当たりの収入などを基本バロ

メーターとして，各々の補助金負担比例を確定さ

せ，有限である中央財政補助資金を最重要な処に

多く投じ，「錦上花を添える」より「干天の慈雨」

の役割をさせるのである。この様にすれば中央財

政転移支出の功能を発揮し，家電下郷政策の経済

効果を高め，公平な社会の実現を促進する。

5．2　政策宣伝力を強める

　政府は家電下郷政策の宣伝指導を強め，評価シ

ステムを作り，家電下郷政策の宣伝に力を入れる

べきである。地方政府は一番直接的な宣伝方式，

例えば，横断幕，ラジオ放送，チラシ配布を利用

し，家電下郷政策を宣伝するのである。

　販売業者は家電下郷政策に於いて宣伝の主力で

あるので，更にも増して家電下郷政策を宣伝すべ

きである。

5．3　監督と管理を強め，市場に於ける秩序の規

範にする

　（1）家電下郷製品監督管理システムを構成する。

政府は家電下郷製品の産地，標識，品質，アフ

ターサービスなどを全体的に管理監督する。各級

の品質検査部門は下郷家電の質を不定期に選抜検

査すると共に農村へ入り農民の満足度を調査し，

その情報を基に上級機関と家電生産企業にその実

態を報告する。又，政府の監督部門は各家電企業

と販売企業を登録し，報告された情報に従い総合

的に企業の質を評価する。

　（2）下郷家電販売店に対し監督と管理を強める。

各級商務部門と工商管理部門は家電下郷の市場状

況を検査し，偽物を取り締まるなど秩序を保つ。

販売店にも不定期な検査を行い，アフターサービ

ス，情報記入率などを調査し，悪質な販売店に対

し販売許可の取り消しを公示する。

　（3）家電下郷責任追究制度を健全にする。第一，

政府部門の規定違反責任追究制度を作る。政府関

連部門が規定に違反すれば，その責任者と担当者

は責任を問われる。第二，落札した企業が規定に

違反すれば，処罰され認可が取り消される。

5．4　政策実施環境を改普する

　家電下郷政策に於いて実施環境の改善に肝要な

ことはアフターサービス体系を完全にするものと

農村インフラ整備である。

5．4．1農村アフターサービス体系を完全にする

こと

　（1）家電下郷アフターサービス基準を制定する。



中国「家電下郷」政策に関する考察 （193）　－93一

政府または同業協会が統一のサービス技術プロセ

ス，サービス規則とサービス標準費用などの事項

を制定し，アフターサービスの規範を実現する。

　（2）アフターサービススタッフの定期訓練体制

をたてる。

　（3）企業間のアフターサービス協力体制を構築

する。

5．6　農村の社会保障制度を完全にする

　現行の新型農村医療合作医療保険制度と無収入

者の生活保護制度及び60歳以上の老人生活費補助

制度は給付の標準が低い，農民の生活不安やを解

決できない。より良い社会保障制度が必要であ

る。農民の後顧の憂いが無ければ，家電下郷政策

の順調実施は可能である。

5．4．2農村地域のインフラ整備を強める

　完全意義上の家電下郷の実現には農村地域のイ

ンフラ整備が極めて重要である。長い目で，農村

消費の刺激は水道，電気，道路の建設と向上であ

る。家電の使用に関わる条件は整っていない場合

には，家電下郷の努力はどうしても無に帰す結果

となりがちである。

5．5農民の収入を増やす

　（1）農民の家庭経営純収入を増やす。農産業の

構成を調整し，穀物を主とする農業生産構成を破

り，特色ある農業と農産物加工業を発展し，農業

の産業化を推進する。農業に科学技術の投入と農

業科学技術成果の転化を強め，循環型農業を発展

する。農村科学技術情報ネットワークと社会化技

術サービス体系を建てて，農業成長の効率と質を

高める。農民の自然災害と市場リスクに対する抵

抗力を強め，家庭経営型農業に於ける純収入の増

加を促進する。

　（2）農民の賃金収入を増やす。農村基礎教育に

対する投入を強め，農村職業教育を大いに発展

し，農業労働力素質と技能を高め，最低時間給を

定め，時間に遅れず賃金給付機制を建てて，農民

の利益を保障する。農民の自主創業の積極性を高

め，条件の良い出稼ぎ農民工の自己創業を励ま

し，農民の増収チャンネルを広く広げる。

まとめ

　本研究は中国現行の家電下郷政策を詳しく分析

し，実施中の問題を論述し，解決方法を検討し，

現在の中国政府の農村部家電製品の消費刺激政策

の更なる改善に極めて意義がある。今後の研究課

題として，中国農村部における農民の消費行動は

「隣りが買えば，うちも買う」という現象がある。

これについて，政府のインセンティブをどのよう

に媒介して増幅させしめたのか，その一方で，購

入資金として，親戚や友達に借りるという現象も

ある。農村地域むけの「マイクロクレジット」と

もいうべき現象は家電下郷活動にどのように媒介

しているかなどを研究したい。
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